
記入する必要はありません。

届出日を記入してください。

法人登記の内容等と一致させてください。
法人の代表者印を押印してください。

記入する必要はありません。

届出先区分の変更が生じた場合は
「区分の変更」に○をつけてくださ
い。

登記
内容
等と
一致
させ
てくだ
さい。

・介護予防、は「１」として数え、「みなし事業
所」を除いた事業所等を記入してください。
・「事業所名称」欄の最後に事業所等の合計
数を記入してください。

・欄内に書ききれない場合は、この様式への記入を省略し、事業所名称等及び所在地のわ
かる資料を添付していただいても差し支えありません。
・添付資料は、Ａ４用紙により、既存資料の写し及び両面印刷したものでも構いません。
・なお、添付資料の表紙に事業所等の合計数がわかるよう「事業所等の合計　○○か所」と
記入してください。

記入例２　事業所等の指定等により事業展開地域が変更し届出先区分
　　　　　　の変更が生じた場合

※　　届出先行政機関の変更が生じた場合は、 区分変更前及び区分変更後の行政機関へそれぞれ届け出る
　　 必要 があります。（法人の主たる事務所の所在地の変更の場合は、別記第２号様式での届出となります。）

注　　 区分変更前行政機関へ届け出る場合、「２」、「３」、「４」の項目については記入の必要はありません。



・届け出る事項について該当する番号全てに○を付けてください。
・第２号については、氏名（フリガナ）及び生年月日を記入してください。
・第３号及び第４号を届け出る場合は、概要等がわかる資料を添付してください。
  添付資料は、Ａ４用紙により、既存資料の写し及び両面印刷したもので構いません。
　（注）添付資料については、（参考資料）に御留意ください。
・届出先区分の変更に併せて、指定等事業所等の数の変更により、整備する業務管理体制につ
いて変更が生じた場合も、この欄に記入してください。

名称は分かる範囲で記入してくだ
さい。

区分変更前行政機関が付番
した事業者（法人）番号を記
入してください。

・区分変更された理由を具体的に記入してください。
・欄内に書ききれない場合は、この様式への記入を省略し、変更の
理由がわかる資料を添付していただいても差し支えありません。
・添付資料は、A4用紙により、両面印刷したものでも構いません。

名称は分かる範囲で記入してくだ
さい。

事業所等の新規指定・廃止等により区分が変更され
た日を記入してください。
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